
また、障害者の雇用義務のある企業の300％は、一人も障害者を雇用していない状況と
なっている。
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なお、公務部門について、国の機関（立法・司法・行政機関）の同日時点における障害
者の雇用状況を見ると、雇用障害者数は97030人、実雇用率は285％となっている。障害
種別毎の雇用状況を見ると、身体障害者は58375人、知的障害者は2925人、精神障害者
は35730人となっている。地方公共団体の機関（教育委員会を含む。）の同日時点における
障害者の雇用状況を見ると、雇用障害者数は614455人、実雇用率は253％となっている。
障害種別毎の雇用状況を見ると、身体障害者は484180人、知的障害者は25645人、精神
障害者は104630人となっている。
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一方、公共職業安定所における障害者である有効求職者は359万人（令和３年度）であ
るが、そのうち身体障害者は113万人、知的障害者は55万人、精神障害者は163万人となっ
ており、精神障害者の占める割合が年々増加している。また、身体障害者のうち重度身体
障害者は45万人、知的障害者のうち重度知的障害者は11万人となっている。また、公共
職業安定所における障害者の就職件数は96万件（令和３年度）であるが、そのうち身体
障害者は21万件、知的障害者は20万件、精神障害者は46万件となっており、精神障害者
の占める割合が年々増加している。また、身体障害者のうち重度身体障害者は07万件、
知的障害者のうち重度知的障害者は03万件となっている。加えて、近年、手帳を所持し
ていない発達障害者や高次脳機能障害者等


のその他の障害者が増加し、これらの有効求職

者数は28万人（令和３年度）となっている（令和３年度厚生労働省「障害者の職業紹介
状況等」）。
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さらに、障害者の解雇者については、令和３年度における公共職業安定所に届け出られ
た障害者解雇者数は1656人である（令和３年度「障害者の職業紹介状況等」）。
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第４ 障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るため講じようとする施策の基本となるべき
事項
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（略） （略）
１・２ （略） １・２ （略）
３ 発達障害者、難病患者等に対する支援 ３ 発達障害者、難病患者等に対する支援
発達障害者、難病患者、高次脳機能障害者


、若年性認知症、各種依存症を有する者等につ

いても、地域障害者職業センター等による職業評価・職業準備支援等の実施、障害者就業・
生活支援センターによる生活面も含めた支援、職場適応援助者（ジョブコーチ）や難病患者
就職サポーター、発達障害者雇用トータルサポーターの活用等、それぞれの障害特性等に応
じたきめ細かな職業リハビリテーションを実施する。その際、発達障害者支援センター、難
病相談・支援センター、高次脳機能障害者支援センター


等、地域の関係機関との連携を図る。

発達障害者、難病患者、高次脳機能障害


、若年性認知症、各種依存症を有する者等につい
ても、地域障害者職業センター等による職業評価・職業準備支援等の実施、障害者就業・生
活支援センターによる生活面も含めた支援、職場適応援助者（ジョブコーチ）や難病患者就
職サポーター、発達障害者雇用トータルサポーターの活用等、それぞれの障害特性等に応じ
たきめ細かな職業リハビリテーションを実施する。その際、発達障害者支援センター、難病
相談・支援センター、高次脳機能障害支援拠点機関


等、地域の関係機関との連携を図る。

また、外見からは障害があることが分かりにくい、具体的な対応方法が分からない等の事
業主の雇用管理上の不安があること、実際に就業することで職場適応上の課題が出現したこ
と等により、事業主が採用後に発達障害であることを把握等した場合における対応の困難性
等を踏まえ、好事例の収集・提供、雇用管理手法の研究等により、事業主の理解の促進を図
るとともに、適切な雇用管理が行われるよう支援を行う。さらに、難病患者の就労状況や就
労困難性の最新の状況を把握するとともに、企業側の支援ノウハウや地域支援体制の整備状
況について実態を把握するため、調査研究を推進する。
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等を踏まえ、好事例の収集・提供、雇用管理手法の研究等により、事業主の理解の促進を図
るとともに、適切な雇用管理が行われるよう支援を行う。さらに、難病患者の就労状況や就
労困難性の最新の状況を把握するとともに、企業側の支援ノウハウや地域支援体制の整備状
況について実態を把握するため、調査研究を推進する。

４～13 （略） ４～13 （略）

附 則

こ の 告 示 は 、 令 和 八 年 四 月 一 日 か ら 適 用 す る 。
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